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米中科学技術戦と北東アジア地域の半導

体産業 ・ 貿易への影響における政治分析

葉長城

（中華経済研究院グリーン経済研究センター助研究員）

【要約】

本論では、米中の科学技術戦とそれが北東アジア地域の半導体

（semiconductor）産業・貿易にもたらす影響を、米中関係の変化

から分析する。本研究により、次のことが見出された。1、香港と

中国は依然世界最大の半導体輸出市場であり、それに台湾・韓国・

日本が次ぐ。2、東南アジアは、世界の半導体業者にとって、サプ

ライチェーンの多元化と地政学的脅威の軽減のために投資を行う新

たな生産基地となっている。3、北東アジア市場は、依然世界の半

導体製品輸入市場をリードしており、日本・韓国・台湾・香港の半

導体輸入額は最近 3 年間で 2 ケタの高度成長を維持している。4、

アメリカの中国における半導体製品貿易に占める比重は明らかに低

下し、日本にも似たような趨勢が現れているが、台湾と韓国の半導

体製品は中国にとって重要性が増している。したがって、日本の支

持を固め、台湾と韓国を自陣営に引き入れることが、アメリカの将

来の対中科学技術戦における重要な戦略となる。
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一　はじめに

半導体（semiconductor）製品は現在の世界で石油・天然ガスを

除けば最大の貿易額を有する製品である。応用範囲は広範にわた

り、現在のデジタル科学技術時代と現代の戦争の中で重要な役割を

演じている。このため、技術的優勢の掌握と供給の配置・安定が、

大国間の地政学（geopolitics）ゲームが進行している近年の世界に

おいて、関心を集めるものの一つとなっている。そこで、本論では

特に米中関係の変化の深層にある政治的な推進要素から米中の科学

技術戦の原因（cause）を分析し、それが北東アジア地域の半導体

産業・貿易にもたらす影響を説明する。

分析内容の順序として、「はじめに」と「結論」のほか、本論

の主な内容は次の三点となる。一つ目として、第二次大戦後から現

在までの米中関係の主要な時期区分と重要な変化、近年における米

中科学技術戦激化と北東アジアの半導体産業・貿易との関係と影響

を説明する。二つ目に、世界の半導体市場と貿易の発展の現状と北

東アジア地域の半導体産業・貿易の重要性について述べる。三つ目

に、一歩進んで近年の米中関係の変化と、米中科学技術戦の激化を

招いた重要な事件を説明し、北東アジア地域の半導体産業・貿易の

現状と、米中科学技術戦がそれに及ぼす主な影響を分析する。

二　�米中関係の変化と米中科学技術戦の北東アジア地

域の半導体産業 ・ 貿易への影響

中国が過去の「韜晦」する控えめな対外政策を改め、世界を主

導するアメリカの地位に挑戦する態度を露わにすると、アメリカで

はトランプ政権期から中国に対して貿易戦争を仕掛け、政治・外

交・軍事などの分野で対立した。トランプ政権は続いて貿易戦争の
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戦線を貿易赤字・関税を改善するという議題から他の産業分野に広

げた。その中でも、今後アメリカが科学技術の分野において主導的

立場にいられるかどうかに関わる半導体が、徐々に米中経済対立の

焦点の一つとなってきた。バイデン政権が始動する頃には、半導体

の先進技術・設備・製品は、アメリカが中国の科学技術の喉元を押

さえる重要分野となった。他にも国防・ハイレベルの科学技術に関

連して重要な鍵を握る鉱物（レアアースなど）、医薬品の有効成分

（Active�Pharmaceutical� Ingredients,�API）、電気自動車の大容量

電池なども、アメリカが中国に対抗するにあたって重要な分野の一

つとなった。

ある研究では、経済的利益だけから見れば、グローバル経済と貿

易が緊密に関係し合っている時代において、米中貿易戦争は両者と

世界経済に対して、絶対的なメリットはないかもしれない。しかし

なぜバイデン政権始動後も、厳しく対峙する関係を引きずり、さら

にその対立点が政治・外交・軍事と直接には関係のない科学技術分

野にまで広がり、世界の科学技術経済の推移に負の影響をもたらし

かねない状況となっているのか、と指摘している。アメリカの対中

貿易、または科学技術における制裁といった政策の背後にある理由

を解析するには、単純な経済レベルでの問題の外に、起源となる政

治的要素に注目する必要があり、これによりはじめて問題の本質を

理解することができる（Kapustina,� Lipková,� Silin� and� Drevalev�

2020;�Chen�2023）。

基本的に、本論で見出された米中関係の変化は、現今の米中科

学技術戦と、それが世界ないし北東アジアの半導体産業・貿易にも

たらす地政学的プレッシャーの主要な原因と言える。アメリカの

学者、ジョセフ・ナイ（Nye� 2023）の用語に従うと、第二次大戦

以降における現在の米中関係は、すでに第四段階の「協力的競争
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（cooperative� rivalry）」（2017 年～現在）の時期であるという。

第一段階は、朝鮮戦争が勃発し、両者が朝鮮半島で兵戈を交えた

後 20 年近く続いた「敵対関係」の時期であった（1951 年～1971

年）。しかし第二段階では、中国と組んで旧ソ連を抑え込むため

に、当時のアメリカ大統領ニクソンが訪中、両国関係は「制限的協

力（limited�cooperation）」の時期に入った（1972 年～1990 年）。

1991 年、米中関係は重要な転換点である第三段階を迎えた。旧

ソ連崩壊により米ソの冷戦が終結したことで、米中関係は「経済

的往来（economic�engagement）」の時期に入り始めた（1991 年～

2017 年）。両者の経済分野での協力が密になり、アメリカは中国

が経済改革の道に乗り、世界経済に統合されることに協力した。第

三段階である「経済的往来」の期間中、アメリカは 2000 年に中国

に「恒久的な正常の貿易関係（Permanent�Normal�Trade�Relations,�

PNTR）」の地位を与え、2001 年には中国の世界貿易機関（World�

Trade�Organization,�WTO）加盟に協力している。

ブッシュ（子）政権の 2001 年、アメリカで「同時多発テロ事件」

が勃発し、中国を「戦略的競争相手（strategic� competitor）」とす

る初期の言葉を改め、さらに中国と「テロとの戦い」や朝鮮半島の

核開発問題といった問題について協議と協力を行い、北京が 2008

年のオリンピック開催権を獲得するのを支持した。その対中戦略の

位置づけは、クリントン政権の時期に米中関係が「建設的戦略的パ

ートナー（constructive� strategic� partnership）」と定められたのと

は異なっていたが、それでも中国が国際システムの中の「責任ある

利害関係者（responsible� stakeholder）」となることを希望すると

表明した。米中の経済的相互依存関係は、2007 年にいたってさら

に緊密になり、それと同時に数多くの国際的な課題を処理する上

で、広範な共通利益と協力の余地があるという状況の中で、当時の
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胡錦濤国家主席までが「中米はすでに利害関係者であり、建設的な

協力者である」と述べたことからも、当時の米中関係が明らかに緊

密であったことがわかる。

2009 年、オバマ大統領は、もともとはコペンハーゲン気候変動

サミット（Copenhagen� Summit）における CO2 削減に関する立場

を支持するよう中国を説得できると考えていたが、中国は自らイン

ド・ブラジル・南アフリカなどの国々と対策を話し合い、アメリカ

は最終的に、中国主導の具体的な削減目標と、拘束力のない合意内

容を受け入れざるを得ない状況に追い込まれた 1。中国の強気な姿勢

は、アメリカの戦略に警告を与えただけでなく、オバマ政権のその

後の対中政策にも転換がみられ、アメリカの戦略の重点をアジア太

平洋地域に向けた「アジア太平洋地域へのリバランス（rebalance�

to� the� Asia-Pacific）」政策に方向転換させ、それと共に「環太平

洋パートナーシップ協定（Trans-Pacific�Partnership,�TPP）」の交

渉を強力に推進させることになった。いずれもアジア太平洋地域

1 気候問題に対するオバマ大統領の立場は次のようなものであった。1. 全ての主要

経済体は排出削減のために果断な国家的行動をとり、気候変動を転換させる局面

を始めることが必要である。アメリカは最終的な法制化に沿って、排出量を 2020
年までに 17％、2050 年までには 80％減少させることを公約する。2. 各国が公約

を履行しているか審査するメカニズム、それに透明性のある手段でそれらの情報

を交換することが必要である。これらの措置が侵入性または主権侵犯性を備える

必要はないが、協議を信じるに足るものとし、各国の義務が履行されることが確

保されなければならない。そのような責任がなければ、いかなる協議も机上の空

論になってしまうからである。3. 世界は発展途上国が気候変動に適応するための

資金を提供する必要がある。特に低成長国家と気候変動の影響を受けやすい国家

に対してである。アメリカは速やかにその資金を動かす者の一人となり、当該資

金は 2012 年に 100 億ドルに増やす。またアメリカは全世界的な努力に参与し、

2020 年までに 1,000 億ドルの資金を集められれば、さらに広範な協議の一部とす

る（Obama 2009）。しかし、最初の二項目は、最終的には中国の支持を得ること

ができなかった。
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において中国が軍事・政治・経済分野で日増しにそのプレゼンス

を大きくしているのに対応するためであった（Ross� 2012;� Carter�

2016）。

トランプ政権が 2017 年に始動して向き合うことになった中国の

対外政策は、過去の鄧小平時代の「韜光養晦、有所作為（才能を隠

し、できることをする）」という慎重な姿勢から、習近平時代の

「奮発有為（勇ましく事を行う）」という積極的な外交政策に転換

しつつあった。その中での「民族復興への中国の夢」の追求、「戦

狼外交」推進の許可、製造業の強国となることを企図した「中国製

造 2025」産業戦略の推進といった一連の動きは、いずれもトラン

プ政権が中国を正式に「戦略的競争相手」と位置づける政治的な

動力と理由を提供した。これにより、正式に第四段階の「協力的競

争」の時期が始まった。当初、トランプ政権は中国に対する貿易調

査の発動と、その結果に基づき、中国からの輸入製品に懲罰的関税

を課した。その後は両者の貿易交渉の推移に従い、懲罰的関税の課

される中国からの輸入商品の範囲が徐々に拡大していった。一方

で、科学技術分野の規制、またアメリカの産業とサプライチェーン

の安全確保、さらには科学技術の主導権に関連する対抗措置も、オ

バマ政権より多く出されたが、全体的にはそれを実行する重点は依

然として、広範にわたる貿易項目と対中貿易赤字問題の解決に置か

れていた（Nye�2023,�165-166;�Yu�2009）。

バイデン政権始動後、トランプ政府を上回る範囲の広さを持つ中

国への対抗手段として、アメリカの生産・製造能力への投資を拡大

し、同盟国との協力と中国との競争を強める「投資・同盟・競争」

政策をとった。対中競争において、アメリカは「小さい庭、高い柵

（small� yard,� high� fence）」戦略を採用している。すなわち、ア

メリカの安全保障に直接関連する特定の技術と分野にはっきりと焦
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点を絞って正確に打撃を与え（小さい庭）、それら特定の技術と分

野において適切な戦略的境界を構築する（高い柵）というものであ

る。それ以外の課題については、両者の関係がコントロールを失う

のを防ぐため、中国に改めて開放するか、現状維持、あるいはあら

かじめ「ガードレール（guardrails）」を構築するかについて検討

した（Tan�2023;�Sullivan�2023;�Gupta�2023）。

まさに現在、米中関係が大国のゲームが絶えず行われる「協力的

競争」の時期に入ったことにより、先進半導体技術と関連製品の生

産力は、アメリカが軍事・産業技術において優勢維持の鍵となる管

制分野となっている。軍事・産業技術において自らに挑戦する意図

と能力がある数少ない国の一つと認識している中国に対し、アメリ

カが半導体のキーテクノロジーと製品で中国への輸出規制を敷き、

中国からの抵抗を招いている現状は、すでに米中の科学技術戦が熾

烈化し、同時に世界において極めて高い比重を占める北東アジア地

域の半導体産業・貿易の発展に深い影響をもたらしている。

三　�世界の半導体市場 ・ 貿易発展の現況と北東アジア

地域の半導体産業 ・ 貿易の重要性

1　世界の半導体市場と貿易発展の現況

（1） 世界の半導体市場発展の現況

半導体（semiconductor）は集積回路（integrated� circuits,� ICs）

またはマイクロチップ（microchips）とも呼ばれることがあり、導

体（conductivity）と絶縁体（insulator）の間の電導性を有する材

料である。半導体は単一元素（通常シリコンまたはゲルマニウム）

の構成をとることも、化合物の形（例えばガリウムヒ素）で製造す

ることもできる。基本的に、半導体は主に現代の電子製品の核心に
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ある脳の役割を果たしており、今や通信・計算・医療・保険・軍

事システム・交通・クリーンエネルギーなどの広い分野に応用され

ているほか、将来の自動運転・量子コンピューティング（quantum�

computing）・人工知能（artificial� intelligence,� AI）・ロボット・

省エネセンサー・オートメーション装置・バーチャルリアリティ

・先進的通信・モノのインターネット（Internet� of� Things,� IoT）

などの潜在力を備えた科学技術の発展は、全て先進的半導体の研

究開発と生産、運用があってこそ、実現が早まる（Semiconductor�

Industry� Association,� SIA� 2023）。半導体がこの科学技術時代で

重要な役割を演じていること、また現代の戦争がデジタル科学技術

の特性に高度に頼っていることにより、半導体の研究開発・製造生

産・供給の問題は、世界の大国が地政学ゲームを行っている現代に

おいて、石油に次ぐ焦点の一つとなっている。

半導体の生産と消費は、一国の民間経済と産業の発展に留ま

らず、国家の安全とも密接に関連しており、需要も近年拡大し続

けている。特に 2015 年以降は、半導体の商業化量産技術の進歩

と、大幅に安価になったことにより、世界の半導体市場の売上高

も明らかな成長を見せている。世界半導体貿易統計組織（World�

Semiconductor� Trade� Statistics,� WSTS）の統計によると、2010～

2016 年の半導体市場の世界全体の売上高は、おおよそ 2,983～

3,389 億ドルの間であったが、2017 年には 4,000 億ドルの大台を

突破して 4,122 億ドル、2017～2020 年の間もおおよそ 4,122～

4,404 億ドルの間の規模を保った。2021 年には、新型コロナウィ

ルスの世界的な流行と経済封鎖後の電子製品への需要の大幅な高ま

りに押され、世界全体の半導体売上高はさらに進んだ 5,530 億ド

ルの規模となり、翌 2022 年も 5,740 億ドルに微増し高水準となっ

た。2023 年は世界の景気と需要が明らかに落ち込み、世界全体の
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売上高は 5,151 億ドルに減ると見積もられている。しかし第 4 四

半期になって、世界の電子及び関連製品を応用した産業における在

庫のだぶつきが解消し、景気が徐々に回復すれば、半導体の世界全

体の売上高は再び上がり、2023 年末には 2022 年を超える水準とな

り、5,760 億ドルにのぼる可能性があると見込まれている（WSTS�

2023；史欽泰等著� 2021,� 22）。上記統計データからわかるのは、

2010～2023 年の半導体市場における世界全体の売上高の推移の

中で、世界経済の景気と需要の大きな変化に相次いで直面しなが

らも、長期的に見れば約 5.19％前後の年平均成長率（Compound�

Annual� Growth� Rate,� CAGR）を保つことが見込まれるというこ

とである。

一方、表 1 にある、主要国家・地域がグローバルサプライチ

ェーンにおける各種業務別の活動別付加価値（value� added� by�

activity）額に占める割合を見ると、アメリカはやはり半導体産業

で世界をリードする地位にあり、活動別付加価値全体の金額に占

める割合が 35％に達している。以下韓国 16％、日本 13％、中国

11％、EU と台湾がそれぞれ 10％、その他地域 5％と続く。アメ

リカが主導的な地位にある業務別項目は、主に電子的設計自動化

（electronic� design� automation,� EDA）と核心的知的財産（core�

intellectual�property,�Core�IP）に集中しており（72％を占める）、

以下論理 IC（logic� IC）設計 67％、設備項目 42％、離散・アナロ

グその他（discrete,�analog,�and�other,�DAO）素子設計 37％、メ

モリー（memory）28％と続く。しかし製造・材料の項目のうち、ウ

エハー製造、組立・包装・テストと、材料に関する項目では比較的

シェアが低く、いずれも中国・韓国・日本・台湾といった北東アジ

アの主要半導体生産国には及ばない。

反対に中・韓・日・台といった北東アジアの主要半導体生産国
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は、アメリカ・EU と対照的に、電子的設計自動化と核心的知的

財産（中・韓・日・台の合計 6％）と論理 IC 設計（同 23％）で

は、アメリカに大きく水をあけられている。しかし北東アジア地域

は、ウエハー製造（中・韓・日・台の合計 84％）、材料に関する

項目（同 73％）、組立・包装・テスト（同 72％）、メモリー（同

70.8％）、離散・アナログその他（DAO）素子設計（同 40％）で

提供される活動別付加価値額に占める割合では、米欧を超えてい

る。アメリカ・北東アジア・EU という、半導体の三大生産地域が

提供する半導体の活動別付加価値額は、世界のサプライチェーンの

95％を占めるが、そのうち北東アジア地域だけで全体の 50％を占

め、以下アメリカ 35％、EU が 10％となる。このことから、北東

アジア地域が現在の世界の半導体産業の中でキーとなる地位にある

ことがわかる。

表 1　�米国・中国・韓国・日本・台湾・EU・その他地域の、2021

年における世界の半導体サプライチェーンの活動別付加価値
額に占める割合

� 単位：％

� 国家 /地区

項目�
米国 中国 韓国 日本 台湾 EU その他

予備的競争研究項目

� 電子的設計自動化（EDA）

� と核心知的財産（Core�IP）
72 3 1 1 1 20 2

設計

� 論理 IC 67 6 4 4 9 8 2

� 離散・アナログ・その他

� （DAO）素子
37 9 6 21 4 18 4
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� 国家 /地区

項目�
米国 中国 韓国 日本 台湾 EU その他

� メモリー 28 0.8 58 8 4 0.8 0.4

設備項目 42 1 3 27 1 21 5

製造項目

� ウエハー製造 11 21 17 16 19 9 7

� 組立・包装・テスト 5 38 9 6 19 4 19

材料項目 10 19 17 14 23 6 11

全体 35 11 16 13 10 10 5

注：�太数字は、半導体業務別各項目の活動別付加価値額の占める割合が最高であることを示す。

出典：本表データは SIA（2022,�21）による。

（2） �世界の半導体貿易発展の現況と北東アジア地域の半導体産業 ・ 貿

易の重要性

まず、世界の半導体貿易発展の現況としては、国際貿易センター

（International�Trade�Centre,�ITC�2023）の統計（表 2）によると、

半導体製品は 2022 年において石油・天然ガスに次ぐ世界最大の貿

易額を産む製品であり、貿易総額は 2.7 兆ドルに達した。世界全体

の半導体製品貿易の最近 3 年（2020～2022 年）における年平均成

長率（CAGR）の動向から見ると、貿易総額・輸出額・輸入額は、

いずれも 2 ケタ成長を遂げており（それぞれ 17.32％、18.58％、

16.24％）、最近 5 年（2018～2022 年）の同じ数字より高い（それ

ぞれ 10.71％、11.61％、9.94％）。この 3 年間の世界からの半導

体及び関連応用製品への需要の増加がもたらした貿易の実績が、最

近 5 年間の割合より大きいことを反映しているといえる。中でも、

2022 年の世界全体の半導体貿易総額（2.7 兆ドル）は、同年の市

場売上高（5,740 億ドル）の約 4.7 倍であり、半導体製品の貿易チ

ェーンが他の貿易製品より複雑な特性を持つことが一段と明らかに
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なっている。半導体製品は、様々な産業において組み立てられ、

最終的な製品（例えば消費者向け電子製品、電気自動車など）にな

るまでに、世界の関連産業のサプライチェーンは様々な地域に分布

し、様々な工程での需要に伴い、輸出入が繰り返される。そのため

貿易需要と貿易量が、その他一般の貿易品目より高くなっているの

である。

次に、北東アジア地域の半導体産業・貿易の重要性についてであ

る。輸出について、国際貿易センター（ITC�2023）の統計（付録 1）

によれば、アメリカにおいてオバマ政権初期であった 2009 年に

は、世界の上位わずか 10ヶ所の半導体製品輸出市場が、輸出総額

の 9 割近くを占めており、2012 年に 9 割で安定した後に年々集中

が進み、2022 年には 94.33％を占めることとなった。その中でも

最大の輸出総額を占めているのが北東アジア地域で、2010 年に 5

割を突破した後も増加し続け、2021 年には 65.25％にまで達した。

このことから、北東アジア地域は現在の世界における半導体製品の

輸出貿易の最も重要な市場であることがわかる。

そして輸入の面から観察すると（付録 2）、世界の上位 10 位

の半導体製品輸入市場が世界の半導体製品輸入額に占める割合は

2009 年から 8 割以上にのぼり、2020 年には 86.83％のピークに達

した。その中でも、北東アジア地域は 2009 年に世界の輸入金額の

58.57％を占めており、2013 年にさらに進んで 6 割を超えた後、

2020 年には 65.71％のピークに達している。これは、北東アジア

地域の輸入市場が、世界の半導体製品の輸入市場の中で重要な位置

を占めていることを示している。

輸出入額の成長動向から見ると（付録 1・2）、最近 3 年間の世

界の半導体及び関連製品への需要の成長に引かれ、北東アジア地

域では最近 3 年間の半導体製品輸出入額が 2 ケタ成長を遂げてお
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り（最近 3 年間の輸出額の年平均成長率は 18.26％、輸入額では

12.92％に達している）、最近 5 年の成長水準と比べても強力に

転じた情勢になっている（最近 5 年間の輸出額の年平均成長率は

11.75％、輸入額では 8.88％であった）。世界的な不景気を受け、

半導体産業は 2022 年後半から注文需要が大幅に衰退して在庫にだ

ぶつきが出るという逆境を迎えているが、過去の景気循環の経験か

ら判断して、市場の半導体製品へのニーズに構造的な変化が現れて

はいないことから、短期・中期の景気の変化による衝撃の後は、世

界の半導体製品に対するニーズは再び次第に回復してくると見込ま

れている（Casanova�2023）。

四　�米中科学技術戦下における北東アジア地域の半導

体産業 ・ 貿易の現況とその影響

1　米中関係の変化と米中科学技術戦の激化

2009 年のコペンハーゲン気候変動サミットで中国が強力に会議

を主導したことで、オバマ政権の対中戦略に警戒感をもたらした。

その後、2011 年に打ち出した「アジア太平洋地域のリバランス」

政策により、オバマ政権がアジア太平洋地域で日増しに大きくなり

つつある中国の軍事・政治・経済勢力とのバランスをとろうとし

た。加えて中国がアメリカの半導体企業へ積極的に投資するケース

が増え続けていたこと、また 2015 年に「中国製造 2025」産業戦略

を発表し、IC の自国製造比率を徐々に高めると設定したこと、こ

れら種々の挙措が、オバマ政権に半導体分野における対中政策への

注目、また中国のアメリカ半導体産業への投資に対する審査と制限

を行わせることになった。

2016 年、中国中興通訊（ZTE）が、アメリカによる制裁命令に

違反し、2010～2016 年の間、イランへ電子通信設備を輸出して
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いたとして、アメリカ商務省の「エンティティ・リスト（Entity�

List）」に入り、輸出制限措置がとられた（BBC� 2017）。オバマ

政権はさらに「大統領科学技術諮問会議（President's� Council� of�

Advisors� on� Science� and� Technology,� PCAST）」に半導体産業

を担当する上級の部署を設立、また 2017 年には「アメリカの半導

体産業におけるリーダーシップとイノベーションの確保（Ensuring�

U.S.�Leadership�and�Innovation�in�Semiconductor）」というレポ

ートを出し、その中では半導体分野における中国からの挑戦にどう

応じるかについて提案がなされた。

2017 年のトランプ政権始動後、アメリカは中国を「戦略的競争

相手」と位置づけ、アメリカは正式に「協力的競争」の時期に入っ

た。同政権は「1974 年貿易法」の授権に基づき、中国に対して貿

易調査を展開、その調査結果により、2018 年に中国から輸入され

た約 500 億ドル分の商品に 25％の懲罰的関税を課す大統領覚書に

署名した。その後同政権は中国輸入の商品への懲罰的関税の範囲

を拡大し続け、2019 年には一歩踏み込んで、懲罰的関税の範囲を

3,600 億ドル分（半導体製品も含む）にまで拡大した。同じ時期、

中国も対抗措置として、約 750 億ドル分のアメリカからの輸入製品

に追加関税を課した（財經 M 平方�2023）。

2021 年、バイデン政権始動後、中国の科学技術力向上がアメリ

カの安全保障にもたらす脅威にいかに対抗し、科学技術における主

導的な地位を確保するかは、すでにアメリカ民主・共和両党の主流

な共通認識の一つになっていた（葉長城� 2021）。そのため、バイ

デン政権は一方で日・韓・台といった北東アジア地域における主要

な生産国と半導体の問題での協力を強め、「チップ 4 同盟（Chip�

4� Alliance）」を共に起ち上げ推進していくことを提唱した。他方

では「フレンド・ショアリング（Friendshoring）」政策も推進し始
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め、アメリカの企業は自らと価値観・利益がより一致し、より信

頼させてくれる国家とサプライチェーンを構築すべきであると強調

している。アメリカのサプライチェーンをさらに多元化するとと

もに、中国に過度に依存しすぎることでもたらされる地政学的・

経済的リスクを低下させることで、アメリカを初めとする G7 諸国

と対中政策における「リスク除去」と「多元化」（de-risking� and�

diversifying）という目標を達成しようとしている（Lau� 2022；G7�

2023；Embassy�of� the�Republic�of�Korea� in� the�USA,�Ministry�

of�Foreign�Affairs�2023；Reuters�2023）。

2022 年 10 月、国家の安全と外交政策上の利益を理由に、バイデ

ン政権は先進的コンピューターと半導体に関する新しい対中輸出規

制を敷き、中国による軍事・ビジネス両面に使用可能な科学技術分

野での全面的台頭を遅らせるため、中国が軍事転用可能な最先端

IC を購入・製造する能力を制限できるよう望んだ。アメリカのブ

リンケン国務長官とイエレン財務長官は 2023 年 6 月と 7 月に相次

いで北京を訪問し、米中関係の対立と断絶を緩和するガードレール

を設けるよう希望した。しかし、北京は同年 7 月、IC とその他の

電子部品 14 種に必須な金属であるガリウムとゲルマニウムに対す

る輸出制限を 8 月から行うと宣言した。これは、中国が世界の産業

で不可欠な稀少金属原料での高い市場占有率、あるいは独占的地位

を運用し、欧米などの科学技術分野における制裁措置に対抗すべく

準備していることを反映している。このことから、米中科学技術戦

激化と相互牽制の構図に、現在でもクールダウン・改善の兆しがな

いことがはっきりと見える（China�Briefing�Team�2023）。

2　米中科学技術戦下の北東アジア地域半導体産業 ・貿易の現況とその影響

米中科学技術戦が北東アジア地域の半導体産業・貿易に与える影
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響と、それがもたらす変化を、主に以下に挙げるいくつかの重要な

ポイントに帰着させて説明する。

（1） �米中科学技術戦がエスカレートしても、 香港 ・ 中国は依然として世界

の半導体製品の最大の輸出市場であり、 それに台湾 ・ 韓国が続き、

日本の半導体製品輸出額は、 北東アジア地域の主要な半導体輸出

市場の中で、 最下位に位置する。

アメリカ半導体協会が半導体製品に割り振っている HS の 4 ケタ

コードの分類に基づき、ITC（2023）データベースの貿易数値につ

いて改めて述べると（付録 1）、香港では 2009～2010 年に半導体

製品の輸出額が中国を超えた後、2016 年以後に再び世界最大の半

導体輸出額を有する市場となった。2022 年の香港の半導体輸出額

は、約 2,321 億ドルの規模に達し、第 2 位に中国（約 2,204 億ド

ル）、第 3 位に台湾（約 1,896 億ドル）がつくこととなった。ま

た最近 3 年間は米中科学技術戦が徐々にエスカレートしているに

もかかわらず、中国の半導体製品の輸出は、最近 5 年間の成長水

準（同期間の年平均成長率は 17.99％）よりも高く、年平均成長率

は 20.16％に達した。すぐ後ろにつけている台湾は、アメリカが提

案する「チップ 4 同盟」の一員となっており、台湾の半導体業者は

アメリカの対中科学技術規制・禁止命令の影響下にある。この状

況下において、2022 年の半導体製品の輸出額では、香港・中国に

及ばなかったものの、最近 3 年間の年平均成長率では、香港・中

国を超えて 21.83％となり、最近 5 年間の成長水準（年平均成長率

16.75％）と比べても強い。

韓国については、2022 年の半導体製品の輸出額は、シンガポ

ールに次いで世界第 5 位であり、その額は 1,174 億ドルである。

この額は 2018 年のものに近いが、最近 3 年間の年平均成長率は
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15.69％に達し、最近 5 年間での年平均成長率がわずか 0.35％だっ

たのと比べると、明らかな回復の跡がみられる。隣国の日本では、

2022 年の半導体製品の輸出額は、世界第 8 位に位置する 431 億ド

ルで、最近 5年間の年平均成長率は 3.79％と比較的緩やかである。

最近 3 年間では上向きの成長が続いているが、同期間の年平均成長

率は、わずか 6.83％の 1 ケタ成長であり、成長の加速度は台湾・

香港・中国・韓国といった北東アジア地域には遠く及ばない。

（2） �東南アジアは世界の半導体業者にとって、 サプライチェーンの多元化と

地政学的脅威の軽減を実行する、 新しい投資生産基地である。

付録 1 で示したように、世界の上位 10 位の半導体製品輸出市場

に入っている東南アジア諸国の 2022 年の輸出額（約 2,920 億ドル）

では、北東アジア地域（約 8,027 億ドル）に遠く及ばない。しか

し、米中科学技術戦の激化や、北朝鮮によるミサイル発射実験、中

国の台湾に対する軍事的威嚇の強まりといった地政学的ファクター

の影響の中で、東南アジア地域は、世界の半導体業者にとって、サ

プライチェーンの多元化と地政学的脅威の軽減を実行するための新

しい投資生産基地となっている（Varley� 2023）。このことは、シ

ンガポール・マレーシア・ベトナム・フィリピンなどの東南アジア

国家が、最近 3 年間の半導体製品輸出額で年平均成長率 2 ケタの高

成長を見せていることが証明している。その中でも、ベトナムは

2022 年時点で半導体製品の輸出額が世界第 9 位・約 383 億ドルで

あったにもかかわらず、最近 3 年間の年平均成長率は 43.83％に達

し、最近 5 年間についての 39.52％よりさらに高い。その下には、

24.3％のマレーシア、18.94％のシンガポール、18.71％のフィリ

ピンが続く。
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（3） �米中の貿易戦争と科学技術戦に掣肘を受けながらも、 2022 年、 北

東アジアは依然として世界の半導体製品輸入市場の上位 5 位を占め

ており、 日本 ・ 韓国 ・ 台湾 ・ 香港における輸入額の最近 3 年間の

年平均成長率は、 いずれも 2 ケタ成長を維持している。

輸入面からみると（付録 2）、米中の貿易戦争と科学技術戦に掣

肘を受けながらも、2022 年の中国・香港は依然として世界の半導

体製品輸入市場のツートップ（輸入額はそれぞれ 4,491 億ドルと

2,414 億ドル）であり、第 3 位以下はシンガポール（約 1,144 億ド

ル）、台湾（約 914 億ドル）、韓国（約 684 億ドル）と続く。日

本についてはそれらより比較的少なく第 9 位（約 372 億ドル）だ

が、全体として見れば、北東アジアの半導体製品輸入市場は今でも

世界上位 5 位を占めている。また最近 3 年間では、中国を除いた

日本・韓国・台湾・香港の輸入額年平均成長率はいずれも 2 ケタ

の高成長を遂げており（それぞれ 26.54％、22.78％、18.32％、

14.35％）、最近 3 年間のこれら北東アジア市場による半導体製品

輸入への需要が、最近 5 年間に比べてさらに高まっていることを反

映している。

（4） �米中関係が 「協力的競争時期」 に入り、 双方の貿易 ・ 科学技術

戦のヒートアップは、 アメリカの対中半導体製品貿易が中国の対外半

導体製品貿易に占める割合を明らかに押し下げ、 最近のアメリカの半

導体製品 ・ 設備の対中輸出も大幅に減退している。 中国の対日半

導体製品貿易にも似たような割合での下降が現れているが、 台韓の

対中半導体製品貿易の重要性は減るどころか、 かえって増大してい

る。 このため、 対中半導体製品の貿易規制の過程で、 アメリカは今

後、 日本の支持をさらに強固なものにし、 台韓を自らの陣営に引き込

むことが、 対中科学技術戦の戦略において重要なポイントとなる。
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本論での ITC（2023）データベースの数値の分析によれば、半導

体製品の輸出入額では、中国における半導体製品の対米輸出額・

輸入額が 2009～2022 年の期間中、明らかに増加している現象がみ

られる。その中でも、2009 年の中国の対米半導体製品輸出額は約

7.26 億ドルで、対米輸入額は 22.53 億ドルであった。しかし 2022

年までに前者は 32 億ドルに増え、後者は大幅に増加して 129 億ド

ルとなっている。

しかし、中国の半導体製品のアメリカ・北東アジア市場への貿

易額が、世界全体の半導体製品輸出入総額に占める割合（表 3）を

みると、中国の対米輸出額が占める割合は、2009 年の 3.77％から

2022 年の 1.47％に落ちている。また、中国の対米輸入額が占める

割合も、2009 年の 5.74％から 2022 年の 3.32％に下がっている。

さらに進んで、2022 年第 2 四半期から 2023 年第 2 四半期の間の、

アメリカによる世界全体と中国への半導体製品（HS� 8541 と HS�

8542 のものを含む）輸出に関する数値（表 4）からは、バイデン政

権が 2022 年 10 月に新しい対中半導体規制政策を実施した後、中国

への輸出額には明らかな減少がみられる。2022 年第 2 四半期にア

メリカの対中輸出は約 27.13 億ドルだったが、2023 年の同時期に

は 12 億ドルで 55.74％減っており、この降下率は同時期のアメリ

カの世界全体に対する半導体輸出額における降下率（約 17.45％）

の 3 倍以上であった。これは、アメリカの対中輸出額と世界全体へ

の輸出額が共に、世界的な景気の需要低下による減退の情勢を反映

しているほか、バイデン政権による対中半導体輸出の新しい規制政

策が、対中半導体輸出にマイナスの影響を一定程度もたらしている

ことを示している。

半導体設備製品（HS� 8486）の方面では、アメリカの対中輸出

額は、2022 年第 2 四半期で約 14.41 億ドルだったのが、2023 年
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第 2 四半期には 8.92 億ドルに落ち、率にして 38.08％減ってい

るが、これは同時期のアメリカから世界全体への輸出額の降下率

（23.17％）よりさらに大きい。これも、バイデン政権による対中

半導体輸出の新しい規制政策が、アメリカの対中半導体設備輸出に

もマイナスの影響を一定程度もたらしていることを示している。

しかし、2009～2022 年の ITC（2023）データベースの統計数値

（表 3）を観察すると、中国の韓国・台湾への半導体製品輸出額が

当年輸出総額に占める割合は、反対に 2009 年のそれぞれ 8.48％

と 6.51％から、2022 年の 11.31％と 10.45％に増加している。ま

た中国の韓国・台湾からの輸入額が当年輸入総額に占める割合も、

2009 年のそれぞれ 27.04％と 19.62％から、2022 年の 41.99％と

22.17％に増加している。

一方、中国による半導体製品の対日輸出入額が世界全体に占める

割合は、対米と同様に明らかに下降し、2009 年の輸出額は 4.09％

であったが、2022 年には 2.66％に落ちた。また輸入額は 13.32％

であったが、こちらも 2022 年には 6.29％に落ちた。

言い換えると、台湾と中国の半導体・電子産業の関係は緊密であ

り、また 2015 年に「中韓自由貿易協定（China-Korea� Free� Trade�

Agreement,� CKFTA）」が発効し、中韓両国の産業協力・貿易も

強化されている状況の中で、2022 年までに中国の台韓両国との半

導体製品貿易が輸出入総額に占める割合は、それぞれ 21.76％と

64.16％となっている。これは、米中科学技術戦がヒートアップす

る中で、バイデン政権は、中国からの半導体による利益が年々低下

している日本の支持を強固なものとし、韓国の尹錫悅政権を米日

陣営に引き入れ、台湾の半導体工場をもアメリカ陣営に加入させ

ることで、アメリカに工場投資を行わせ、「チップ 4 同盟」の戦

略を遂行すれば、対中半導体製品輸出入市場のそれぞれ 25.89％と
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73.77％の源を押さえられることも意味している。したがって、対

中半導体製品をコントロールする過程で、日本の支持を固め、台韓

を自らの陣営に引き込むことが、将来のアメリカの対中科学技術戦

の戦略の重要なポイントとなる。

五　結論

上述各節での分析をまとめると、本論での研究における主要な結

論と発見は以下のようになる。

第一に、近年米中の戦略競争態勢は引き上げられており、それは

主にオバマ政権時期から始まった。当時世界の気候問題に関する交

渉で中国が展開した強力なリーダーシップや、アジア太平洋地域で

の軍事・政治・経済的勢力の拡大がアメリカに警告を与え、戦略の

重点を東に移させ「アジア太平洋のリバランス」政策を推進させる

こととなった。加えて中国では習近平国家主席が就任してから対外

的に控えめな態度をとるのをやめ、「勇ましく事を行う」という積

極的な政策をとり、米中関係が負のスパイラルに落ち込んでいく趨

勢のもと、トランプ政権時代に両国は正式に「協力的競争」の段階

に入った。トランプ政権が実行した対中政策の重点は、主に巨額な

対中貿易赤字の改善である。そのため懲罰的関税を課すことを通じ

て貿易戦争を発動し、中国に譲歩させてアメリカ側が不公平と考え

る貿易関係の改善を迫ろうとしたのが、当時の両国関係の主要な摩

擦の一つとなった。バイデン政権の時代になると、トランプ政権よ

り広範な対中対抗政策がなされた。同政権は対中競争にあたって、

主に「小さい庭、高い柵」戦略をとり、そのためアメリカの安全保

障に直接関連する特定の技術と分野にはっきりと焦点を絞って中国

に打撃を与え、並行してそれらの技術と分野において適切な戦略的
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境界を構築し、中国の軍事科学技術の発展がアメリカの安全にもた

らす挑戦と脅威を軽減あるいは防止するというものであった。た

だ、打撃対象となった特定の技術・分野以外では、両者の関係がコ

ントロールを失うのを防ぐため、アメリカは中国に開放するか、現

状維持か、あるいは「ガードレール」を作っておくといった政策オ

プションを考えた。実際にとった行動としては、バイデン政権はア

メリカの生産・製造力への投資増大、同盟国との協力強化、対中競

争などのオペレーションを通じて、米中科学技術戦（特に先進的半

導体技術・製品への輸出規制）をヒートアップさせた。それにより

世界に占める割合が非常に高い北東アジア地域の半導体産業・貿易

の発展に深く影響を及ぼすこととなった。

第二に、近年の半導体の商業化・量産技術の進歩、大幅な価格

低減、応用の拡大に伴い、世界の半導体消費需要は成長し続けてお

り、2010～2023 年の世界全体の半導体販売額は、世界的な景気・

需要の大きな変化に幾度と直面しながらも、長期的には 5.19％前

後の年平均成長率維持が見込まれ、2023 年末には前年超えの 5,760

億ドルに達するとみられている。このほか、一歩進んで主要各国・

地域における世界の半導体サプライチェーンでの各種業務別の活動

別付加価値額の比率からみると、現在のところ世界の半導体産業

をリードしているのは、やはりアメリカ（全体的な活動別付加価値

額の割合は 35％）であり、以下韓国（16％）、日本（13％）、中

国（11％）、EU（11％）、台湾（10％）、その他（5％）が続く。

業務別項目を観察すると、アメリカが優勢に立っているのは電子的

設計自動化（EDA）、核心的知的財産（Core� IP）、論理 IC（logic�

IC）設計、設備項目に集中している。反対に中・韓・日・台とい

った北東アジアの主要生産国では、欧米と対照的にウエハー製造、

材料関連、組立、包装、テスト、メモリー、離散・アナログその他
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（DAO）素子設計分野で優勢である。アメリカ・北東アジア・EU

の三大地域で提供される半導体の活動別付加価値額だけで、世界の

半導体サプライチェーンの 95％を占めているが、そのうち 50％は

北東アジア地域にあり、アメリカの 35％、EU の 10％が続く。こ

のことから北東アジア地域が現在の世界の半導体産業においてキー

ポジションにあることがわかる。

世界の半導体貿易発展の現況と北東アジア地域の半導体産業・貿

易の重要性の面については、半導体製品の貿易額は 2022 年におい

て石油・天然ガス以外で世界最大であり、貿易総額は約 2.7 兆ドル

に達している。最近 3 年（2020～2022 年）、世界全体の半導体製

品の貿易総額・輸出額・輸入額は、いずれも 2 ケタ成長を遂げてお

り、最近 5 年（2018～2022 年）の数字より高く、この 3 年間の世

界の半導体及び関連応用製品への需要の増加がもたらした貿易の実

績が、最近 5 年間の割合よりさらに大きいことを反映している。

輸出面から見ると、2022 年には世界の上位 10ヶ所の半導体輸出

市場が同年輸出総額の 94.33％を占めた。またその中でも最大の輸

出総額を占めているのが北東アジア地域で、2021 年には世界の輸

出総額に占める割合が 65.25％にも達した。このことから、北東ア

ジア地域は現在の世界における半導体製品輸出貿易の最も重要な市

場であることがわかる。また輸入面から見ると、北東アジア地域は

2009 年に世界の輸入金額の 58.57％を占めており、2013 年に 6 割

を超えた後、2020 年には 65.71％のピークに達している。これは、

北東アジア地域が世界の半導体製品輸入市場の中でも重要な位置を

占めていることを示している。

第三に、米中関係はオバマ政権時代に伏線がしかけられた後、ト

ランプ政権時代にいたって正式に「協力的競争」の段階に入った。

その後、アメリカは中国によるアメリカ半導体産業への投資の審査
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・制限強化、中国中興通訊（ZTE）に対する輸出制限措置、中国向

けの貿易調査の展開と懲罰的関税の追加徴収により貿易戦争が始ま

り、これに対して中国も、アメリカからの輸入製品に対する関税加

徴という報復措置を行った。またアメリカは、日・韓・台との「チ

ップ 4 同盟」構築推進による半導体の対中輸出規制、サプライチェ

ーン「多元化」の強化と中国のもたらす地政学的・経済的リスクの

除去を展開するほか、最近では、中国が軍事目的に応用可能な最先

端 IC を購入・製造する能力を制限するための「フレンド・ショア

リング」政策の推進を打ち出してきた。このような数多くの新たな

輸出規制政策は、米中双方を科学技術戦の激化に向かわせてきた。

米中の科学技術戦による北東アジア地域の半導体産業・貿易への

影響とそれがもたらす変化について、本論文の主要な帰結は次の数

点である。

1、米中科学技術戦の激化にもかかわらず、香港と中国は依然と

して世界最大の半導体輸出市場であり、それに台湾・韓国が次ぐ。

一方、日本の半導体製品輸出額は北東アジアの主要市場の中で最下

位である。2、東南アジアは、世界の半導体業者にとって、サプラ

イチェーンの多元化と地政学的脅威の軽減を実行するための、新し

い投資生産基地となっている。3、米中の貿易戦争と科学技術戦に

掣肘を受けながらも、2022 年の北東アジアは依然として世界の半

導体製品輸入市場の上位 5 位を占めており、日・韓・台・香港にお

ける輸入額の最近 3 年間の年平均成長率は、いずれも 2 ケタの高成

長を維持している。4、米中関係が「協力的競争時期」に入り、双

方の貿易・科学技術戦のヒートアップは、アメリカの対中半導体製

品貿易が中国の対外半導体製品貿易に占める割合を明らかに押し下

げ、最近のアメリカの半導体製品・設備の対中輸出も大幅に減退し

ている。中国の対日半導体製品貿易にも似たような傾向が現れてい
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るが、台韓の対中半導体製品貿易の重要性は減るどころかかえって

増大している。このため、対中半導体製品貿易規制の過程で、日本

の支持を強固なものにし、台韓を自らの陣営に引き込むことが、将

来アメリカにとって、対中科学技術戦の重要なポイントとなる。

（寄稿：2023 年 7 月 26 日、採用：2023 年 10 月 20 日）�

翻訳：田中研也
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輸
出

総
額

35
2 ,

15
7 �

47
2 ,

21
9 �

48
4 ,

87
5 �

49
3 ,

07
5 �

55
4 ,

92
7 �

56
5 ,

80
2 �

57
0 ,

64
1 �

58
4 ,

35
3 �

67
7 ,

98
2 �

76
0 ,

05
5 �

75
9 ,

62
8 �

84
4 ,

60
6 �

1 ,
08

7 ,
17

5 �
1 ,

19
5 ,

81
2 �

18
.9

9 ％
12
.0

0 ％

世
界
上
位

10
位
の

半
導
体
市
場
の
う

ち
北
東
ア
ジ
ア
地

域
の
輸
出
総
額

19
7 ,

31
4 �

27
6 ,

28
2 �

29
1 ,

51
8 �

30
4 ,

20
4 �

35
3 ,

19
4 �

35
4 ,

86
0 �

36
7 ,

96
2 �

37
7 ,

56
8 �

44
6 ,

87
0 �

51
4 ,

67
4 �

51
0 ,

69
0 �

57
3 ,

96
6 �

75
4 ,

30
1 �

80
2 ,

67
9 �

18
.2

6 ％
11
.7

5 ％
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�
西
暦
年

地
域

/

輸
出
経
済
体

20
09

20
10

20
11

20
12

20
13

20
14

20
15

20
16

20
17

20
18

20
19

20
20

20
21

20
22

最
近

3
年
間

(2
02

0-
20

22
)
の

年
平
均
成
長
率

(C
A

G
R
)

最
近

5
年
間

(2
01

8-
20

22
)
の

年
平
均
成
長
率

(C
A

G
R
)

世
界
上
位

10
位
の

半
導
体
市
場
の
う

ち
東
南
ア
ジ
ア
地

域
の
輸
出
総
額

98
,8

25
�

12
5 ,

58
9 �

12
6 ,

64
5 �

12
8 ,

69
4 �

14
1 ,

19
6 �

14
8 ,

06
5 �

14
1 ,

72
3 �

13
9 ,

80
5 �

15
8 ,

33
1 �

17
1 ,

85
8 �

17
3 ,

38
4 �

19
2 ,

69
8 �

23
6 ,

88
7 �

29
2 ,

02
0 �

23
.1

0 ％
14
.1

7 ％

世
界
上
位

10
位
の

半
導
体
市
場
の
う

ち
北
米
州
地
域
の

輸
出
総
額

37
,3

66
�

47
,0

76
�

43
,7

89
�

40
,8

85
�

41
,2

03
�

41
,9

41
�

40
,9

81
�

42
,0

84
�

45
,3

81
�

45
,4

78
�

46
,5

53
�

50
,3

07
�

60
,5

23
�

59
,7

76
�

9 .
01
％

7 .
07
％

世
界
上
位

10
位
の

半
導
体
市
場
の
う

ち
欧
州
地
域
の
輸

出
総
額

18
,6

52
�

23
,2

72
�

22
,9

23
�

19
,2

91
�

19
,3

34
�

20
,9

35
�

19
,9

74
�

24
,8

95
�

27
,4

00
�

28
,0

46
�

29
,0

01
�

27
,6

35
�

35
,4

63
�

41
,3

37
�

22
.3

0 ％
10
.1

8 ％

世
界
全
体
の
半
導

体
輸
出
総
額

39
5 ,

00
9 �

52
8 ,

28
4 �

54
3 ,

97
6 �

54
5 ,

04
6 �

60
5 ,

94
8 �

61
5 ,

39
2 �

61
8 ,

05
7 �

63
0 ,

70
6 �

73
0 ,

34
5 �

81
6 ,

87
2 �

81
6 ,

36
4 �

90
1 ,

60
4 �

1 ,
15

6 ,
10

3 �
1 ,

26
7 ,

73
9 �

18
.5

8 ％
11
.6

1 ％

北
東
ア
ジ
ア
地
域

の
半
導
体
輸
出
額

が
世
界
全
体
に
占

め
る
割
合

(％
)

49
.9

5 ％
52
.3

0 ％
53
.5

9 ％
55
.8

1 ％
58
.2

9 ％
57
.6

6 ％
59
.5

4 ％
59
.8

6 ％
61
.1

9 ％
63
.0

1 ％
62
.5

6 ％
63
.6

6 ％
65
.2

5 ％
63
.3

2 ％
–

–

世
界
上
位

10
位
の

半
導
体
市
場
の
輸
出

総
額
が
世
界
全
体
に

占
め
る
割
合

(％
)

89
.1

5 ％
89
.3

9 ％
89
.1

4 ％
90
.4

6 ％
91
.5

8 ％
91
.9

4 ％
92
.3

3 ％
92
.6

5 ％
92
.8

3 ％
93
.0

4 ％
93
.0

5 ％
93
.6

8 ％
94
.0

4 ％
94
.3

3 ％
–

–

注
1 ：

本
�論

の
統

計
デ

ー
タ

で
扱

っ
て

い
る

半
導

体
製

品
は

、
主

に
ア

メ
リ

カ
半

導
体

協
会

（
SI

A
）

の
分

類
基

準
に

基
づ

い
て

い
る

。
SI

A
が

定
義

す
る

半
導

体
製

品
は

世
界

税
関

機
構

（
W

or
ld
�

C
us

to
m

s �
O

rg
an

iz
at

io
n ,

�
W

C
O
）

の
制

定
に

よ
る

輸
出

入
製

品
分

類
シ

ス
テ

ム
（

す
な

わ
ち

統
計

品
目

番
号

〔
H

S
コ

ー
ド

〕
）

の

う
ち

主
に

H
S �

85
41
（

半
導

体
装

置
：

例
え

ば
ダ

イ
オ

ー
ド

、
ト

ラ
ン

ジ
ス

タ
ー

、
半

導
体

ベ
ー

ス
の

ト
ラ

ン
ス

デ
ュ

ー
サ

ー
；

光
電

性
半

導
体

デ
バ

イ
ス

〔
太

陽
電

池
を

含
む

＝
組

み
立

て
モ

ジ
ュ

ー
ル

あ
る

い
は

パ
ネ

ル
状

に
成

形
さ

れ
た

か
を

問
わ

な
い

〕
；

発
光

ダ
イ

オ
ー

ド
〔

LE
D
〕

＝
そ

の
他

の
発

光
ダ

イ
オ

ー
ド

〔
LE

D
〕

と
組

み
合

わ
さ

れ
て

い
る

か
を

問
わ

な
い

；
組

み
合

わ
せ

済
の

圧
電

結
晶

）
、

H
S �

85
42

（
集

積
回

路
）

の
項

目
に

あ
る

製
品

と
な

っ
て

い
る

（
SI

A
�

20
19

）
。

注
2 ：

�本
表

は
、

20
22

年
の

世
界

上
位

10
位

の
半

導
体

輸
出

市
場

に
お

け
る

輸
出

額
に

従
っ

て
、

上
か

ら
大

き
い

順
に

配
列

し
て

い
る

。

出
典

：
IT

C
�
(

20
23

)
,
�

Tr
ad

e �
M

ap
�

D
at

ab
as

e .
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付
録

2 　
�20

09
～

20
22
年
の
世
界
上
位

10
位
の
半
導
体
製
品
輸
入
市
場
の
輸
入
額
、
及
び
最
近

3
年
・

5
年
間
の
輸
入

額
成
長
率

�
単
位
：

10
0
万
米
ド
ル
、％

�
西
暦
年

地
域

/
�

輸
入
経
済
体
�

20
09

20
10

20
11

20
12

20
13

20
14

20
15

20
16

20
17

20
18

20
19

20
20

20
21

20
22

最
近

3
年

間
(2

02
0-

20
22
)
の
年

平
均
成
長
率

(C
A

G
R
)

最
近

5
年

間
(2

01
8-

20
22
)
の
年

平
均
成
長
率

(C
A

G
R
)

北
東
ア

中
国

13
6 ,

34
3 �

18
0 ,

35
7 �

19
5 ,

52
6 �

21
9 ,

27
6 �

26
1 ,

31
9 �

24
9 ,

89
2 �

26
1 ,

83
7 �

25
6 ,

57
4 �

28
6 ,

43
2 �

34
1 ,

27
8 �

33
2 ,

55
9 �

37
7 ,

50
5 �

46
7 ,

08
2 �

44
9 ,

06
2 �

9 .
07
％

7 .
10
％

北
東
ア

香
港

62
,3

64
�

80
,9

97
�

84
,3

48
�

82
,9

68
�

94
,3

88
�

11
3 ,

64
9 �

11
4 ,

85
7 �

13
1 ,

62
4 �

15
4 ,

42
7 �

17
2 ,

22
6 �

16
6 ,

10
2 �

18
4 ,

63
5 �

24
0 ,

95
9 �

24
1 ,

43
3 �

14
.3

5 ％
8 .

81
％

東
南
ア

シ
ン
ガ

ポ
ー
ル

41
,8

16
�

57
,5

48
�

55
,7

39
�

58
,4

73
�

64
,0

61
�

63
,2

79
�

58
,1

57
�

58
,5

26
�

64
,3

90
�

70
,2

09
�

66
,1

94
�

76
,9

10
�

10
0 ,

61
5 �

11
4 ,

39
9 �

21
.9

6 ％
12
.9

8 ％

北
東
ア

台
湾

26
,8

25
�

36
,4

62
�

37
,2

29
�

34
,4

93
�

34
,3

44
�

37
,0

98
�

34
,4

54
�

39
,2

25
�

46
,5

29
�

53
,6

48
�

56
,1

27
�

65
,3

12
�

85
,2

31
�

91
,4

34
�

18
.3

2 ％
14
.2

6 ％

北
東
ア

韓
国

25
,1

05
�

28
,5

19
�

30
,0

84
�

30
,2

42
�

32
,8

46
�

34
,6

80
�

35
,9

95
�

34
,0

86
�

38
,1

01
�

39
,1

78
�

40
,7

03
�

45
,3

50
�

56
,6

03
�

68
,3

65
�

22
.7

8 ％
14
.9

3 ％

北
米
州

米
国

21
,2

68
�

29
,4

92
�

38
,0

28
�

37
,8

30
�

38
,3

16
�

39
,3

22
�

40
,4

48
�

44
,5

97
�

44
,1

42
�

43
,7

13
�

44
,0

98
�

45
,1

64
�

54
,6

11
�

61
,6

71
�

16
.8

5 ％
8 .

99
％

東
南
ア

マ
レ
ー

シ
ア

22
,2

10
�

31
,7

05
�

30
,1

71
�

28
,9

68
�

30
,4

39
�

33
,4

41
�

28
,7

07
�

28
,5

01
�

34
,7

47
�

38
,6

05
�

34
,9

67
�

36
,6

64
�

46
,9

98
�

58
,1

45
�

25
.9

3 ％
10
.7

8 ％

東
南
ア

ベ
ト

ナ
ム

99
8 �

1 ,
73

9 �
3 ,

67
6 �

7 ,
86

6 �
10
,8

99
�

11
,1

28
�

14
,1

98
�

17
,9

95
�

23
,0

89
�

27
,1

23
�

35
,1

72
�

45
,4

33
�

52
,4

11
�

54
,5

92
�

9 .
62
％

19
.1

1 ％

北
東
ア

日
本

18
,6

49
�

24
,2

05
�

21
,8

66
�

21
,9

99
�

24
,7

92
�

26
,8

25
�

24
,4

94
�

22
,9

40
�

24
,6

71
�

25
,2

68
�

23
,4

71
�

23
,2

38
�

30
,3

35
�

37
,2

10
�

26
.5

4 ％
10
.1

6 ％

欧
州

ド
イ
ツ

20
,4

00
�

31
,9

04
�

29
,5

40
�

20
,6

12
�

18
,4

58
�

19
,7

94
�

18
,9

61
�

19
,2

48
�

23
,7

02
�

26
,7

92
�

23
,7

49
�

19
,5

49
�

25
,4

46
�

34
,9

42
�

33
.6

9 ％
6 .

87
％

世
界
上
位

10
位
の
半

導
体
市
場
輸
入
総
額

37
5 ,

97
8 �

50
2 ,

92
8 �

52
6 ,

20
7 �

54
2 ,

72
6 �

60
9 ,

86
2 �

62
9 ,

11
0 �

63
2 ,

10
6 �

65
3 ,

31
6 �

74
0 ,

23
1 �

83
8 ,

03
9 �

82
3 ,

14
2 �

91
9 ,

75
9 �

1 ,
16

0 ,
29

0 �
1 ,

21
1 ,

25
3 �

14
.7

6 ％
9 .

65
％

世
界

上
位

10
位

の

半
導

体
市

場
の

う

ち
北

東
ア

ジ
ア

地

域
の
輸
入
総
額

26
9 ,

28
6 �

35
0 ,

53
9 �

36
9 ,

05
3 �

38
8 ,

97
7 �

44
7 ,

68
9 �

46
2 ,

14
5 �

47
1 ,

63
6 �

48
4 ,

45
0 �

55
0 ,

16
1 �

63
1 ,

59
8 �

61
8 ,

96
2 �

69
6 ,

03
9 �

88
0 ,

21
0 �

88
7 ,

50
4 �

12
.9

2 ％
8 .

88
％
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�
西
暦
年

地
域

/
�

輸
入
経
済
体
�

20
09

20
10

20
11

20
12

20
13

20
14

20
15

20
16

20
17

20
18

20
19

20
20

20
21

20
22

最
近

3
年

間
(2

02
0-

20
22
)
の
年

平
均
成
長
率

(C
A

G
R
)

最
近

5
年

間
(2

01
8-

20
22
)
の
年

平
均
成
長
率

(C
A

G
R
)

世
界
上
位

10
位
の

半
導
体
市
場
の
う

ち
東
南
ア
ジ
ア
地

域
の
輸
入
総
額

65
,0

24
�

90
,9

92
�

89
,5

87
�

95
,3

08
�

10
5 ,

39
9 �

10
7 ,

84
8 �

10
1 ,

06
2 �

10
5 ,

02
2 �

12
2 ,

22
7 �

13
5 ,

93
6 �

13
6 ,

33
3 �

15
9 ,

00
7 �

20
0 ,

02
4 �

22
7 ,

13
6 �

19
.5

2 ％
13
.6

9 ％

世
界
上
位

10
位
の

半
導
体
市
場
の
う

ち
北
米
州
地
域
の

輸
入
総
額

21
,2

68
�

29
,4

92
�

38
,0

28
�

37
,8

30
�

38
,3

16
�

39
,3

22
�

40
,4

48
�

44
,5

97
�

44
,1

42
�

43
,7

13
�

44
,0

98
�

45
,1

64
�

54
,6

11
�

61
,6

71
�

16
.8

5 ％
8 .

99
％

世
界
上
位

10
位
の

半
導
体
市
場
の
う

ち
欧
州
地
域
の
輸

入
総
額

20
,4

00
�

31
,9

04
�

29
,5

40
�

20
,6

12
�

18
,4

58
�

19
,7

94
�

18
,9

61
�

19
,2

48
�

23
,7

02
�

26
,7

92
�

23
,7

49
�

19
,5

49
�

25
,4

46
�

34
,9

42
�

33
.6

9 ％
6 .

87
％

世
界
全
体
の
半
導

体
輸
入
総
額

45
9 ,

78
8 �

62
7 ,

39
4 �

64
8 ,

05
4 �

65
0 ,

53
6 �

71
3 ,

61
3 �

73
2 ,

67
3 �

73
4 ,

67
4 �

75
8 ,

89
2 �

86
2 ,

32
9 �

97
9 ,

59
3 �

96
9 ,

45
3 �

1 ,
05

9 ,
24

7 �
1 ,

34
4 ,

59
1 �

1 ,
43

1 ,
21

6 �
16
.2

4 ％
9 .

94
％

北
東
ア
ジ
ア
地
域

の
半
導
体
輸
入
額

が
世
界
全
体
に
占

め
る
割
合

(％
)

58
.5

7 ％
55
.8

7 ％
56
.9

5 ％
59
.7

9 ％
62
.7

4 ％
63
.0

8 ％
64
.2

0 ％
63
.8

4 ％
63
.8

0 ％
64
.4

8 ％
63
.8

5 ％
65
.7

1 ％
65
.4

6 ％
62
.0

1 ％
–

–

世
界
上
位

10
位
の

半
導
体
市
場
の
輸

入
総
額
が
世
界
全

体
に
占
め
る
割
合

(％
)

81
.7

7 ％
80
.1

6 ％
81
.2

0 ％
83
.4

3 ％
85
.4

6 ％
85
.8

7 ％
86
.0

4 ％
86
.0

9 ％
85
.8

4 ％
85
.5

5 ％
84
.9

1 ％
86
.8

3 ％
86
.2

9 ％
84
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美中科技戰與其對東北亞區域半導體 
產業貿易影響的政治分析

葉長城

（中華經濟研究院綠色經濟研究中心助研究員）

【摘要】

本文從美中關係變化分析美中科技戰，以及其對東北亞區域半導體

（semiconductor）產業貿易的影響。研究發現：1.香港與中國仍是全球最大

的半導體產品出口市場，其次為台灣、韓國與日本。2.東南亞成為全球半

導體業者投資的新生產基地，以實現供應鏈多元化及減輕地緣政治威脅。

3.東北亞市場仍主宰全球半導體產品進口市場，且日本、韓國、台灣與香

港的半導體進口金額近三年均維持兩位數高成長。4.美國在中國半導體產

品貿易中比重明顯下降，而日本在中國半導體產品貿易中的比重也出現類

似趨勢，但台灣與韓國半導體產品對中國的重要性增加。因此，未來鞏固

日本支持並吸引台灣與韓國加入其陣營將成為美國對中科技戰的重要策略。

關鍵字：美中關係、東北亞區域、半導體、美中科技戰
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The Political Analysis of US-China Tech 
War and its Impact on the Semiconductor 

Industry Trade in Northeast Asia

Chang-Chen Yeh
Assistant Research Fellow, the Center for Green Economy,  

Chung-Hua Institution for Economic Research (CIER)

【Abstract】

This article examines the changes in US-China relations and 
analyzes the impact of the US-China tech war on the semiconductor 
industry trade in Northeast Asia. The study reveals the following 
key findings: 1. Hong Kong and China remain the world's largest 
exporters of semiconductor products, followed by Taiwan, South 
Korea, and Japan. 2. Southeast Asia has become a new investment 
hub for global semiconductor companies, aiming to achieve supply 
chain diversification and reduce geopolitical risks. 3. Northeast Asia 
continues to dominate the global semiconductor import market, with 
Japan, South Korea, Taiwan, and Hong Kong experiencing significant 
double-digit growth in semiconductor imports over the past three 
years. 4. The US-China tech war has led to a notable decline in the 
proportion of China's semiconductor trade with the US, and a similar 
trend is observed in China's trade with Japan. However, Taiwan and 
South Korea have gained importance as China's trading partners in 
the semiconductor industry. As a result, the US seeks to consolidate 
Japan's support and attract Taiwan and South Korea to its alliance, 
forming a crucial strategy in future tech wars with China.

Keywords:  the United States-China relationship, the Northeast Asian 

region, semiconductors, the US-China tech war
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